
５. 参考資料
（注）　端数処理のため、合計と内訳が一致しない場合がある。

（表１）　所得税等の確定申告書の申告状況の推移
（単位：人）

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分から令和７年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　括弧書は、前年からの増減率である。　

（表２）　所得税等の納税人員の申告状況の推移
（単位：人、万円）

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分から令和７年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　括弧書は、前年からの増減率である。
　　　３　申告納税額は、所得税と復興特別所得税の合計額である。

【局計】

金沢国税局

申告納税額
(▲ 9.5) (▲ 2.1) (▲ 6.7) (+ 30.0) (+ 6.2)

5,528,328 5,411,000 5,050,838 6,564,717 6,969,025

納税人員
(▲ 4.7) (+ 2.0) (▲ 7.6) (▲ 19.0) (+ 27.3)

150,309 153,374 141,688 114,705 146,021

所得金額
(▲ 7.8) (+ 1.7) (▲ 5.8) (+ 11.8) (+ 10.2)

84,046,175 85,439,954 80,449,956 89,967,376 99,121,718

合　　計
(+ 0.4) (▲ 0.0) (▲ 6.2) (+ 6.1) (▲ 0.3)

518,352 518,148 486,218 515,822 514,474

令和３年分 令和４年分 令和５年分 令和６年分 令和７年分

還付申告
(+ 2.0) (▲ 0.4) (▲ 4.5) (+ 5.3) (▲ 4.6)

298,504 297,429 284,054 299,046 285,421

申告納税額
がない方

(+ 5.5) (▲ 3.2) (▲ 10.2) (+ 68.8) (▲ 18.7)

69,539 67,345 60,476 102,071 83,032

令和３年分 令和４年分 令和５年分 令和６年分 令和７年分

申告納税額
がある方

(▲ 4.7) (+ 2.0) (▲ 7.6) (▲ 19.0) (+ 27.3)

150,309 153,374 141,688 114,705 146,021
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（表３－１）　所得税等の主たる所得区分別申告状況

（注）１　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　括弧書は、合計に対する割合（構成比）である。
　　　３　増減率は、令和６年分に対するものである。

（表３－２）　所得税等の主たる所得区分別所得金額等

（注）１　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　括弧書は、合計に対する割合（構成比）である。
　　　３　増減率は、令和６年分に対するものである。

上記以外
(11.0) (18.5) (3.4) (35.3) (8.6)

21,463,630 18,334,371 3,031,095 2,459,244 210,690 ▲ 13.7 ▲ 15.1 ▲ 3.7 ▲ 13.5 ▲ 8.7

雑所得者
(10.3) (5.9) (14.3) (4.0) (15.4)

20,113,934 5,865,062 12,734,658 275,850 374,846 ▲ 1.0 + 56.5 ▲ 15.7 + 26.6 ▲ 7.9

給与所得者
(59.5) (45.3) (76.8) (19.0) (54.2)

116,354,569 44,911,951 68,383,984 1,322,249 1,321,155 + 5.4 + 12.0 + 7.3 + 10.0 + 8.9

不動産所得者
(4.7) (8.4) (0.5) (10.7) (0.6)

9,252,085 8,309,437 420,889 744,049 14,481 + 1.0 + 7.8 ▲ 34.2 + 6.2 ▲ 5.9

その他所得者 (85.4) (78.1) (94.9) (68.9) (78.8)

167,184,219 77,420,822 84,570,625 4,801,392 1,921,172 + 1.5 + 5.8 + 2.3 ▲ 3.3 + 2.9

合計 195,653,790 99,121,718 89,080,436 6,969,025 2,438,805 + 3.0 + 10.2 + 1.9 + 6.2 + 2.4

事業所得者 (14.6) (21.9) (5.1) (31.1) (21.2)

28,469,571 21,700,897 4,509,811 2,167,633 517,633 + 12.9 + 29.1 ▲ 5.4 + 35.4 + 0.6

所得金額 申告納税額 還付税額

増減率

申告納税額
がある方

還付申告
所得金額 税額

納税 還付 納税 還付

万円 万円 万円 万円 万円 ％ ％ ％ ％ ％

上記以外
(3.5) (5.4) (3.1) (1.5)

18,020 7,841 8,926 1,253 + 2.4 + 10.2 ▲ 2.6 ▲ 5.4

雑所得者
(27.7) (12.5) (33.3) (35.3)

142,679 18,306 95,036 29,337 ▲ 4.8 + 71.7 ▲ 15.3 + 8.5

給与所得者
(46.9) (45.2) (55.7) (19.6)

241,401 66,029 159,062 16,310 + 1.2 + 20.0 + 3.6 ▲ 45.8

不動産所得者
(4.7) (10.4) (1.0) (7.8)

24,402 15,127 2,798 6,477 ▲ 1.6 + 13.9 ▲ 21.2 ▲ 18.6

その他所得者 (82.9) (73.5) (93.1) (64.3)

426,502 107,303 265,822 53,377 ▲ 1.0 + 24.6 ▲ 4.5 ▲ 19.6

事業所得者 (17.1) (26.5) (6.9) (35.7)

87,972 38,718 19,599 29,655 + 3.5 + 35.3 ▲ 5.3 ▲ 16.9

人 人 人 人 ％ ％ ％ ％

合計 514,474 146,021 285,421 83,032 ▲ 0.3 + 27.3 ▲ 4.6 ▲ 18.7

確定申告
人　　　員

増減率

申告納税額
がある方

還付申告
申告納税額
がない方

納税 還付 ゼロ
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（表４-１）　土地等の譲渡所得の申告状況

（注）１　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　総合譲渡所得に係る計数を含む。

（表４-２）　株式等の譲渡所得の申告状況

（注）１　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　上段は、譲渡損失を翌年以降へ繰り越した方の計数である。

（表５）　個人事業者の消費税の申告状況

（注）１　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　外書は、地方消費税である。
　　　３　括弧書は、合計に対する割合（構成比）である。

（参考）　インボイス発行事業者の消費税の申告状況

（単位：人）

（注）１　登録事業者数は、各年分における登録事業者数を、翌年３月末時点の登録状況に基づき集計したもの。　
　　　　　なお、この中には、当該年において、実際には課税対象の取引（課税資産の譲渡等及び特定課税仕入れ）を行っていないため、
　 　　消費税の申告義務がない者も含まれている。
　　　２　申告人員は、翌年３月31日までに提出された申告書の計数である。

登録事業者数

令和７年分

52,747 46,283 18,526

インボイス発行事業者

申告人員 ２割特例
適用人員

令和６年分

登録事業者数 申告人員 ２割特例
適用人員

51,521 45,187 18,153

還付申告
(3.5) 外18,363 (3.4) 外22,235

1,706 65,066 38 1,708 78,732 46 + 0.1 + 21.0 + 20.9

合　　計
49,280 - - 50,529 - - + 2.5 - -

件 万円 万円 件 万円 万円 ％ ％ ％

納税申告
(96.5) 外 538,193 (96.6) 外 567,495

47,574 1,908,707 40 48,821 2,013,699 41 + 2.6 + 5.5 + 2.8

672 ▲ 2.8 + 1.6 ▲ 25.5 ▲ 26.7

令和６年分 令和７年分 増減率

申告件数 税　　額 １件当たり 申告件数 税　　額 １件当たり 件数 税額 １件当たり

人 人 万円 万円 人 人 万円 万円 ％ ％ ％ ％

株　式　等 9,250 7,987 ▲ 13.7

24,930 15,181 13,908,274 916 24,236 15,428 10,361,907

863 + 7.9 + 8.0 + 3.4 ▲ 4.2

令和６年分 令和７年分 増減率

申　告
人　員

有所得
人　員

申　告
人　員

有所得
人　員

申　告
人　員

有所得
人　員所　得

金　額
１　 人
当たり

所　得
金　額

１　 人
当たり

所　得
金　額

１　 人
当たり

人 人 万円 万円 人 人 万円 万円 ％ ％ ％ ％

土　地　等

10,895 7,755 6,987,871 901 11,755 8,373 7,226,504

令和６年分 令和７年分 増減率

申　告
人　員

有所得
人　員

申　告
人　員

有所得
人　員

申　告
人　員

有所得
人　員所　得

金　額
１　 人
当たり

所　得
金　額

１　 人
当たり

所　得
金　額

１　 人
当たり
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（表６）　贈与税の申告状況

（注）１　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　暦年課税のうち、特例税率に係る人員には、一般税率との併用者を含む。　
　　　３　相続時精算課税に係る人員には、暦年課税との併用者を含む。

（表６－付）　住宅取得等資金の非課税の申告状況

（注）　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
1,275 973,854 912,569 1,373 1,070,416 1,018,972 + 7.7 + 9.9 + 11.7

令和６年分 令和７年分 増減率

申　告
人　員

住宅取得等
資金の金額

申　告
人　員

住宅取得等
資金の金額

申　告
人　員

住宅取得等
資金の金額

非課税の適用
を受けた金額

非課税の適用
を受けた金額

非課税の適用
を受けた金額

人 万円 万円 人 万円 万円 ％ ％ ％

相続時精算課税
1,801 124 207,303 1,672 1,718 133 221,187 1,663 ▲ 4.6 + 7.3 + 6.7 ▲ 0.5 

合計
9,892 6,699 482,379 72 9,662 6,468 641,291 99 ▲ 2.3 ▲ 3.4 + 32.9 + 37.7 

特例税率
4,029 3,706 3,778 3,459 ▲ 6.2 ▲ 6.7 

一般税率
4,062 2,869 4,166 2,876 + 2.6 + 0.2 

人 人 万円 万円 ％ ％ ％ ％

暦年課税

8,091 6,575 275,076 42 7,944 6,335 420,104 66 ▲ 1.8 ▲ 3.7 + 52.7 + 58.5 

人 人 万円 万円

令和６年分 令和７年分 増減率

申　告
人　員

納　税
人　員

申　告
人　員

納　税
人　員

申　告
人　員

納　税
人　員

申　 告
納税額

１  人
当たり

申　 告
納税額

１  人
当たり

申　 告
納税額

１  人
当たり
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（表７）　所得税等の確定申告書のe-Taxによる送信方式別申告状況
（単位：人）

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分から令和７年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　括弧書は、確定申告人員に対する割合（構成比）である。

（参考１）　スマートフォン等を利用した申告状況 （単位：人）

（注）　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分から令和７年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（参考２）　マイナポータル連携を利用した人員 （単位：人）

 （注）　令和３年分は翌年４月15日まで、令和４年分から令和７年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（参考３）　年代別の自宅等からのe-Tax（納税者による送信）利用状況 （単位：人）

（注）１　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　括弧書は、年代別の確定申告人員に対する自宅等からのe-Tax（納税者による送信）の利用割合である。
　　　３　年代別の利用人員及び利用割合は、一部概算により算定している。

利用人員

年代 20代以下 30代 40代 50代 60代 70代 80代以上

利用人員
(61.7%) (60.6%) (51.1%) (44.0%) (34.6%) (18.3%) (12.6%)

14,953 27,460 34,400 40,207 41,768

自宅からe-Taxで提出 29,803 48,698 58,632 78,997 99,422

6,088 24,700 33,589 57,071 78,676

マイナンバーカード方式での送信 16,116 35,340 45,236 68,193 91,674

ID・パスワード方式での送信 13,687 13,358 13,396 10,804 7,748

令和３年分 令和４年分 令和５年分 令和６年分 令和７年分

(11.9%) (11.7%)

42,256 56,760 56,587 61,490 60,272

令和３年分 令和４年分 令和５年分 令和６年分 令和７年分

スマートフォン等を
利用した申告人員

45,691 78,240 93,311 115,786 134,331

税理士による代理送信
(23.2%) (23.3%) (23.6%) (23.2%) (23.0%)

120,318 120,521 114,664 119,879 118,441

確定申告会場からのe-Tax
(11.7%) (11.7%) (11.4%) (10.5%) (8.4%)

60,783 60,560 55,667 54,261 43,208

ID・パスワード方式での送信
(7.9%) (7.3%) (7.3%) (6.1%) (5.0%)

41,158 37,769 35,469 31,500 25,493

その他の従来の方式での送信
(0.6%) (1.0%) (1.1%) (1.3%) (1.4%)

2,914 5,422 5,327 6,556 7,256

納税者による送信
(17.2%) (22.7%) (26.6%) (30.9%) (36.2%)

89,345 117,859 129,221 159,307 186,418

マイナンバーカード方式での送信
(8.7%) (14.4%) (18.2%) (23.5%) (29.9%)

45,273 74,668 88,425 121,251 153,669

e-Tax利用人員
(60.3%) (68.6%) (73.2%) (76.6%) (79.4%)

312,702 355,700 356,139 394,937 408,339

自宅等からのe-Tax
(40.4%) (46.0%) (50.2%) (54.1%) (59.3%)

209,663 238,380 243,885 279,186 304,859

令和３年分 令和４年分 令和５年分 令和６年分 令和７年分

確定申告人員
518,352 518,148 486,218 515,822 514,474

21,656 5,974

26,437

(39.7%) (31.4%) (26.8%) (23.4%)

マイナンバーカード方式での送信
(0.1%) (0.4%) (1.3%) (2.6%) (4.2%)

313 2,206 6,111 13,384 21,699

ID・パスワード方式での送信
(3.0%) (4.1%) (4.8%) (3.7%) (1.7%)

15,575 21,337 23,119 19,276 8,606

(20.6%)

地方公共団体会場からのe-Tax（データ引継）
(8.2%) (11.0%) (11.6%)

21,601 12,903

【参考】書面申告人員
205,650 162,448 130,079 120,885 106,135

確定申告会場で作成・書面で提出
(2.0%) (1.2%) (0.7%) (0.5%) (0.7%)

10,218 6,104 3,415 2,827 3,589

確定申告会場PCでの送信
(8.7%) (7.1%) (5.4%) (4.2%) (2.5%)

44,895 37,017
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（参考４）　自宅等からの国税庁ホームページ「確定申告書等作成コーナー」の利用状況（所得税等） （単位：人）

（注）　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分から令和７年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（表８）　贈与税の申告書のe-Taxによる申告状況

（単位：人）

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分から令和７年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　括弧書は、申告人員に対する割合（構成比）である。

（参考）　自宅等からの国税庁ホームページ「確定申告書等作成コーナー」の利用状況（贈与税） （単位：人）

（注）　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分から令和７年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

4,601 3,838

(1.4%) (1.3%) (0.9%)
確定申告会場で作成・書面で提出

令和３年分 令和４年分 令和５年分 令和６年分

(0.5%)

令和７年分

国税庁HPの作成コーナーで作成・e-Taxで提出
900 1,082 1,309 2,219 2,434

3,137 2,531 2,297

確定申告会場からのe-Tax

【参考】書面申告人員

(0.2%)

164 133 89 46 20

(13.1%) (13.3%) (14.1%) (10.1%) (9.3%)
1,488 1,382 1,350 997 899

(40.6%) (36.9%) (32.7%) (25.6%) (23.8%)

6,738 6,560 6,461 7,361 7,365

自宅等からのe-Tax
(46.3%) (49.8%) (53.3%) (64.3%) (66.9%)

5,250 5,178 5,111 6,364 6,466

(63.1%)
e-Tax利用人員

(59.4%)

令和７年分

申告人員
11,339 10,398 9,598 9,892 9,662

(67.3%) (74.4%) (76.2%)

99,330 82,063 71,527 62,821 55,622

令和３年分 令和４年分 令和５年分 令和６年分

国税庁HPの作成コーナーで作成・書面で提出
3,028 1,947 2,015 1,497 1,107

令和３年分 令和４年分 令和５年分 令和６年分 令和７年分

国税庁HPの作成コーナーで作成・e-Taxで提出
98,149 124,724 134,578 161,328 184,887

国税庁HPの作成コーナーで作成・書面で提出
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（表９）　寄附金控除等の適用状況
（単位：万円、人）

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分から令和７年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　各欄の上段は、控除額の合計である。
　　　３　「合計」欄は、所得控除と税額控除の重複適用があるため、所得控除と税額控除の合計とは一致しない。

（表10）　雑損控除等の適用状況

（単位：万円、人）

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分から令和７年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　各欄の上段は、控除額の合計である。

（表11）　医療費控除の適用状況

（単位：人）

（注）　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分から令和７年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（表12）　暗号資産取引に係る収入がある方の「その他の雑所得」の状況

（単位：人、万円）

 （注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分から令和７年分は翌年３月末までに提出された申告書の計数である。
　　　 ２　「その他の雑所得」とは、雑所得のうち「公的年金等の雑所得」、「業務に係る雑所得」以外をいう。　
　　　 ３　上記は、「その他の雑所得」がある方のうち、暗号資産取引に係る収入がある方の計数である。このため、「その他の雑所得」の金額には、
　　　　 暗号資産取引に係る収入以外の収入（個人年金保険等）に係る所得を含む。

令和３年分 令和４年分 令和５年分 令和６年分 令和７年分

雑損控除
（所得控除）

医療費控除

17,973 20,196 19,594
11,798

160,104

32,518
710 755

89,541 103,037 103,753

8,040 1,347

151,773 153,368 148,853 154,842

令和３年分 令和４年分 令和５年分 令和６年分 令和７年分

12,491 11,635 12,182 11,256

合計
74,864

セルフメディケーション
税制による特例 455 716 825 882 951

災害減免額
（税額控除）

609 941 1,068 4,746 952
160 148 149 420 130

令和３年分 令和４年分 令和５年分 令和６年分 令和７年分

86,276

148,378 165,120 3,010,237 375,461
573

827,095 952,803 986,173 1,249,716 1,262,585
67,235 78,789 82,773 96,661 97,504

寄附金控除
（税額控除）

19,257 19,161

寄附金控除
（所得控除）

1,692

令和３年分 令和４年分 令和５年分 令和６年分 令和７年分

727 760 1,555 1,236
「その他の

雑所得」の金額 547,150 86,563 67,174 243,311 190,205

申告人員
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